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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　樹脂の少なくとも一部を溶解又は膨潤させることで樹脂を含有する樹脂微粒子を軟化さ
せる軟化剤と、水と、脂肪酸塩からなる起泡剤とを含有した定着液を媒体上の樹脂微粒子
に付与して該樹脂微粒子を媒体に定着する定着装置であって、
　フォーム状の前記定着液を生成するフォーム状定着液生成手段と、
　生成されたフォーム状の前記定着液の膜厚を制御する膜厚制御手段と、
　膜厚が制御されたフォーム状の前記定着液を媒体上の樹脂微粒子に付与する付与手段と
を具備し、
　前記膜厚制御手段は、画像情報に基づく媒体上の樹脂微粒子の層厚の変化によって変化
する、前記付与手段が媒体と接触してフォーム状の前記定着液を媒体に付与する直接付与
手段である場合における接触圧力が大きいときは所定の径のフォーム状の前記定着液の気
泡の層が単層に、前記接触応力が小さいときは所定の径のフォーム状の前記定着液の気泡
の層が複数層になるように前記膜厚を制御することを特徴とする定着装置。
【請求項２】
　前記フォーム状定着液生成手段は、前記定着液にせん断力を加えて前記定着液に気泡を
含有させてフォーム状の前記定着液を生成することを特徴とする請求項１記載の定着装置
。
【請求項３】
　前記フォーム状定着液生成手段は、大気成分又は大気圧のもとでは気体となるアルカン
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類を含有した定着液を大気圧以上で密閉した密閉容器と、当該定着液を大気開放させるア
クチュエータ部材と、前記定着液を噴出させるノズル部材とを有することを特徴とする請
求項１記載の定着装置。
【請求項４】
　前記付与手段は、塗布ローラであることを特徴とする請求項１～３のいずれか１項に記
載の定着装置。
【請求項５】
　前記付与手段は、塗布ベルトであることを特徴とする請求項１～３のいずれか１項に記
載の定着装置。
【請求項６】
　樹脂微粒子が色剤を含有したトナーで静電記録プロセスを行い媒体上に未定着トナー画
像を形成する画像形成手段と、
　請求項１～５のいずれか１項に記載の定着装置により前記未定着トナー画像を媒体に定
着させる定着手段と
　を具備することを特徴とする画像形成装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は定着装置及び画像形成装置に関し、詳細には樹脂を含有した微粒子を媒体に定
着させる定着装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　プリンタ、ファクシミリ及び複写装置などのような画像形成装置は、紙、布、及びＯＨ
Ｐ用シートのような記録媒体に、画像情報に基づいて文字や記号を含む画像を形成する装
置である。特に、電子写真方式の画像形成装置は、普通紙に高精細な画像を高速で形成す
ることができるため、広くオフィスで使用されている。このような電子写真方式の画像形
成装置においては、記録媒体上のトナーを加熱して溶融させ、溶融したトナーを加圧する
ことによって、トナーを記録媒体上に定着させる熱定着方式が広く用いられている。この
熱定着方式は、高い定着速度及び高い定着画像品質等を提供することができるため、好適
に用いられている。
【０００３】
　しかし、このような電子写真方式の画像形成装置における消費電力の約半分以上は、熱
定着方式においてトナーを加熱することに消費されている。一方、近年における環境問題
対策の観点からは、低消費電力（省エネルギー）の定着装置が望まれている。即ち、トナ
ーを定着するためにトナーを加熱する温度を今までよりも極端に低下させること、又はト
ナーを加熱することを必要としない定着方法が望まれている。特に、トナーを全く加熱す
ることなくトナーを記録媒体に定着させる非加熱定着方法が低消費電力の点で理想的であ
る。
【０００４】
　このような非加熱定着方法としては、例えばトナーを溶解または膨潤可能で、水に不溶
または難溶な有機化合物が水に分散混合された水中油滴型の定着剤を、未定着のトナーが
所定位置に配設された被定着物の表面から噴霧または滴下してトナーを溶解または膨潤さ
せた後、被定着物を乾燥させるトナーの湿式定着方法が、特許文献１に提案されている。
【０００５】
　しかしながら、特許文献１の湿式定着方法においては、水に不溶又は難溶な有機化合物
が、水に分散混合された水中油滴型の定着剤を用いているため、多量の定着剤を未定着ト
ナーに付与した場合には、転写紙などの記録媒体（非定着物）が、定着剤の水分を吸収し
、記録媒体にシワやカールが発生する。これにより、画像形成装置に必要とされる安定か
つ高速な記録媒体の搬送を著しく損なうこととなる。そこで、乾燥装置を用いて、定着剤
に含まれる多量の水を蒸発させることにより、記録媒体に付与された定着剤から水分を除
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去しようとすると、熱定着方式を用いる画像形成装置の消費電力に匹敵する電力を必要と
することとなる。
【０００６】
　また、撥水性処理された未定着トナーを弾かない定着液として、油性溶媒に、トナーを
溶解又は膨潤させる材料を溶解させた油性の定着液が従来よりいくつか提案されている。
その一つとして例えば、特許文献２には、トナーを構成する樹脂成分を溶解又は膨潤させ
る材料を成分としての脂肪族二塩基酸エステル等を希釈液（溶媒）として不揮発性のジメ
チルシリコーンで希釈した（溶解させた）定着液が提案されている。また、特許文献３に
は、静電気的方法で形成された未定着画像を、画像を乱すことなく鮮明にかつ容易に受像
シート上に固着できる定着方法に用いることのできる定着用溶液として、トナーを溶解し
、かつシリコーンオイルと相溶性を有する溶剤１００容量に対し、シリコーンオイル８～
１２０容量部を混合してなる相溶状態の未定着トナー画像の定着用溶液が提案されている
。このような油性の定着液は、撥水性処理された未定着トナーとの高い親和性を有する油
性溶媒を含むため、撥水性処理された未定着トナーを弾くことなく、トナーを溶解又は膨
潤させ、トナーを記録媒体に定着させることができる。
【特許文献１】特許第３,２９０,５１３号明細書
【特許文献２】特開２００４－１０９７４９号公報
【特許文献３】特開昭５９－１１９３６４号公報
【特許文献４】特開２００４－１０９７４７号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかしながら、上記いずれの特許文献も液を未定着トナー層に付与する構成であるが、
図１７の（ａ）に示すように、接触付与手段として、塗布ローラ１を用いて、記録媒体２
上の未定着トナー層３へ定着液を塗布する構成において、塗布ローラ１上の定着液層４の
厚みが未定着トナー層３よりも薄い場合、塗布ローラ１が記録媒体２から剥離する位置で
、塗布ローラ１の表面の定着液の液膜によって生じる表面張力で未定着トナー粒子が引っ
張られてしまい塗布ローラ１の表面にトナー粒子がオフセットし、記録媒体２上の画像が
大幅に乱れてしまう。逆に、図１７の（ｂ）に示すように、塗布ローラ１上の定着液層４
の厚みが未定着トナー層３よりも十分厚い場合、塗布ローラ１が記録媒体２から剥離する
位置で、液量が多いため塗布ローラ１の表面の液膜による表面張力が直接トナー粒子に作
用しにくくなり、ローラ側にトナーがオフセットしなくなるが、紙面に多量の定着液が塗
布されるため、トナー粒子が過剰な定着液により記録媒体２上で流され画質劣化を生じた
り、乾燥時間が長くなり定着応答性に問題が生じてしまう。また、紙に著しい残液感（紙
を手で触れたときの湿った感触）が発生する。また、定着液が水を含有する場合、紙等の
セルロースを含有する媒体への塗布量が多い場合、紙等の記録媒体が著しくカールし、画
像形成装置などにおける装置内の紙等の記録媒体搬送時に紙ジャム発生の恐れがある。よ
って、このような定着液でローラ塗布を行う構成では、定着応答性向上、残液感低減、そ
してカール防止ための紙上のトナー層への定着液微量塗布と定着ローラへのトナーオフセ
ット防止を両立することが極めて難しい。接触塗布手段として、ダイコート手段、ブレー
ド塗布手段またはワイヤーバー塗布手段を用いた場合も、定着液が微量になると接触塗布
手段に表面張力でトナーがオフセットしてしまう。
【０００８】
　以上のように、接触塗布手段にて、従来の定着液処方では、定着応答性を向上するため
の紙上のトナー層への定着液微量塗布とトナー画像を乱さず均一塗布することを両立する
ことが極めて難しい。
【０００９】
　本発明はこれらの問題点を解決するためのものであり、直接付与手段の接触圧力を調整
してフォーム状の定着液の膜厚を適正範囲に制御することで、オフセットを発生しない定
着応答性に優れた定着が可能となる定着装置及び画像形成装置を提供することを目的とす
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る。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　前記問題点を解決するために、本発明の定着装置は、樹脂の少なくとも一部を溶解又は
膨潤させることで樹脂を含有する樹脂微粒子を軟化させる軟化剤と、水と、脂肪酸塩から
なる起泡剤とを含有した定着液を媒体上の樹脂微粒子に付与して該樹脂微粒子を媒体に定
着する定着装置である。そして、本発明の定着装置は、フォーム状の定着液を生成するフ
ォーム状定着液生成手段と、生成されたフォーム状の定着液の膜厚を制御する膜厚制御手
段と、膜厚が制御されたフォーム状の定着液を媒体上の樹脂微粒子に付与する付与手段と
を具備し、膜厚制御手段は、画像情報に基づく媒体上の樹脂微粒子の層厚の変化によって
変化する、付与手段が媒体と接触してフォーム状の定着液を媒体に付与する直接付与手段
である場合における接触圧力が大きいときは所定の径のフォーム状の定着液の気泡の層が
単層に、接触応力が小さいときは所定の径のフォーム状の定着液の気泡の層が複数層にな
るように膜厚を制御することに特徴がある。よって、画像情報に基づく媒体上の樹脂微粒
子の層厚の変化によって変化する接触圧力が大きいときは所定の径のフォーム状の定着液
の気泡の層が単層に、接触応力が小さいときは所定の径のフォーム状の定着液の気泡の層
が複数層になるように膜厚を制御することで、オフセットを発生しない定着応答性に優れ
た定着が可能となる定着装置を提供することができる。
【００１１】
　また、フォーム状定着液生成手段は、定着液にせん断力を加えて定着液に気泡を含有さ
せてフォーム状の定着液を生成する。よって、安定したフォーム状の定着液の生成ができ
、信頼性が向上する。
【００１２】
　更に、フォーム状定着液生成手段は、大気成分又は大気圧のもとでは気体となるアルカ
ン類を含有した定着液を大気圧以上で密閉した密閉容器と、当該定着液を大気開放させる
アクチュエータ部材と、定着液を噴出させるノズル部材とを有する。よって、機械的な機
構を用いずに容易にフォーム状の定着液を生成可能であり、装置の小型化や軽量化を図れ
る。
【００１５】
　また、付与手段は、塗布ローラ又は塗布ベルトであることが好ましい。
【００２０】
　また、別の発明としての画像形成装置は、樹脂微粒子が色剤を含有したトナーで静電記
録プロセスを行い媒体上に未定着トナー画像を形成する画像形成手段と、上記定着装置に
より未定着トナー画像を媒体に定着させる定着手段とを具備することに特徴がある。よっ
て、紙等の媒体上のトナー等の樹脂を含有する微粒子を乱すことなく、かつ当該樹脂微粒
子を付着した媒体に定着液を塗布後は素早く樹脂微粒子の媒体への定着が行われ、更に媒
体に残油感が発生しない程度の微量塗布が可能となり、非加熱定着であって低消費電力化
が図れ、かつ定着応答性に優れた画像形成装置を提供できる。
【発明の効果】
【００３０】
　本発明の定着装置はフォーム状定着液生成手段と膜厚制御手段と付与手段とを有してい
る。そして、フォーム状定着液生成手段は、軟化剤と水と脂肪酸塩からなる起泡剤とを含
有する、フォーム状の定着液を生成する。付与手段は、膜厚が制御されたフォーム状の定
着液を媒体上の樹脂微粒子に付与する。膜厚制御手段は、画像情報に基づく媒体上の樹脂
微粒子の層厚の変化によって変化する、付与手段が媒体と接触してフォーム状の定着液を
媒体に付与する直接付与手段である場合における接触圧力が大きいときは所定の径のフォ
ーム状の定着液の気泡の層が単層に、接触応力が小さいときは所定の径のフォーム状の定
着液の気泡の層が複数層になるように膜厚を制御する。よって、画像情報に基づく媒体上
の樹脂微粒子の層厚の変化によって変化する接触圧力が大きいときは所定の径のフォーム
状の定着液の気泡の層が単層に、接触応力が小さいときは所定の径のフォーム状の定着液
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の気泡の層が複数層になるように膜厚を制御することで、オフセットを発生しない定着応
答性に優れた定着が可能となる定着装置を提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００３１】
　はじめに、本発明の原理について概説すると、本発明は気泡を大量に含有したフォーム
状の液体が極めてかさ密度が低いこと及び大量の気泡を含有することで流体としての性質
である液面の表面張力や液体内部の流動性の影響が極めて小さくなることに着目した発明
である。
【００３２】
　図１は塗布ローラと紙との接触面でのトナーに働く力を示す概念図である。同図に示す
ように、定着液１２が液体の形態である場合、塗布ローラ１１上の定着液１２の液面には
ローラ面に沿って強い表面張力が働いている。更に、塗布ローラ１１上の定着液層内部に
はローラ移動方向に内部流が生じている。このため、塗布ローラ１１上の定着液層の厚み
がトナー層と同等かそれ以下の薄い層である場合、未定着トナー粒子１３を塗布ローラ１
１の表面に引っ張り込むように表面張力が強く働き、また液内部流もローラ面に沿ってト
ナーを運ぶように働くため、塗布ローラ１１に未定着トナーが固着し、トナーオフセット
が生じてしまう。塗布ローラ１１上の定着液層がトナー層よりも２倍以上に厚くなるほど
、この液体の表面張力や内部流の影響はトナーへ及ぼししにくくなるため、塗布ローラ１
１上の定着液層が厚い場合は、トナーオフセットが低減する。逆に、樹脂微粒子のオフセ
ットが生じない均一塗布には、塗布ローラ１１の表面に定着液層がある程度厚くする必要
があることを意味している。一方、塗布後の媒体上樹脂微粒子層上の定着液量は少ないほ
うが定着応答性や残液感やカール防止に優れており、これは定着液の重量が少ないことが
望ましいことを意味する。塗布する際は定着液層の厚みが厚くて層の体積が多く、かつ塗
布後の媒体上の定着液重量は少ない条件を満たすためには、定着液の密度が低ければよく
、塗布時に体積は多くても、実質的な塗布重量は小さくすることができる。
【００３３】
　図２は本発明の定着液の塗布の様子を示す概念図である。同図において、図１と同じ参
照符号は同じ構成要素を示す。同図に示すように、定着液をフォーム状とし、空気を十分
に取り入れたフォーム状の定着液１４は、かさ密度（定着液の重量をその体積で割った値
）の低い定着液となり、この定着液を使用すれば塗布時は塗布ローラ１１上の定着液層の
厚みが厚くて体積が大きくても、かさ密度が低いために、紙に付着する定着液の実質の質
量は小さくすることができ、トナーオフセットが生じることなく紙等の記録媒体に定着液
を微量塗布することができ、本発明の目的を達成可能である。
【００３４】
　更に、図３の（ａ）に示すように、塗布ローラ上に形成したフォーム状の定着液１４が
、紙等の記録媒体との接触により破泡し、ローラ上で定着液が液状化してしまっては、フ
ォーム化した効果がなくなってしまう。即ち、図３の（ｂ）に示すように、塗布ローラ１
１と紙等の記録媒体との接触面で泡沫安定性に優れるフォーム状の定着液１４であること
が望まれる。
【００３５】
　そこで、本発明によれば、界面活性剤として知られる脂肪酸塩を起泡剤として、この脂
肪酸塩と水を定着液に含有することで、塗布ローラと紙等の記録媒体との接触面で破泡し
液状化しない程度の破泡に強い定着液を提供する。
【００３６】
　ここで、図４は水と起泡剤としての脂肪酸塩を含有した定着液を用いて紙等の記録媒体
における浸透の様子を示す概略断面図である。図４の（ａ）に示すように、液状の定着液
１２は紙等の記録媒体に素早く浸透する。ところが、一旦フォーム状の形態とすると、フ
ォーム状の定着液１４は、図４の（ｂ）に示すように、紙等の記録媒体へ極めて浸透すに
くくなることがわかった。紙等の記録媒体への定着液の浸透性が高いと、定着液塗布量が
増加してしまうが、図４の（ｂ）に示すように、水と起泡剤として脂肪酸塩を含有したフ
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ォーム状の定着液は紙等への浸透性が小さくなるため、定着液塗布量の低減に極めて効果
があることがわかった。起泡剤として、ポリオキシエチレン系界面活性剤やラウリル硫酸
ナトリウムなどの他の界面活性剤を脂肪酸塩の代わりに用いた場合、図４の（ｃ）に示す
ように、フォーム状の定着液は紙等の記録媒体と接する面で次々と破泡し、紙等の記録媒
体に定着液がすばやく浸透してしまうことが分った。これらの結果から、界面活性剤を含
有した定着液は、液の表面張力が低くなることで液体の状態では紙等の記録媒体に液が浸
透しやすくなるが、一旦その液体をフォーム化すると泡が液（主に水）を泡壁（プラトー
境界）に保持することにより、紙等の記録媒体への液体の浸透を阻害することが分かった
。更に、起泡剤として脂肪酸塩を用いることで、フォーム剤の泡沫安定性が極めて高くな
り、フォーム状の定着液が紙等の記録媒体と接しても簡単には破泡せず、紙へのフォーム
状の定着液の浸透を著しく抑えることができることが分かった。
【００３７】
　また、このフォーム化することにより、かさ密度が小さくなる点に着目し、本出願人は
上記特許文献４にて、泡状の定着液を中間転写ベルトに塗布する技術を開示し、泡状の定
着液による微量塗布を提案した。但し、この特許文献４における技術は、主として定着液
の液量を減らすことを目的とし、本願発明の目的であるオフセットや画像流れの防止では
ない。また、特許文献４は泡状の定着液を中間転写体上の未定着トナー層に飛翔して付与
する構成に留まり、紙等の記録媒体上の未定着トナーにローラ塗布のごとき接触塗布手段
による直接塗布定着の構成や膜厚制御については触れていない。また、ローラ塗布のよう
な接触塗布では、微細な気泡を含有するフォーム状の定着液を未定着トナー画像に均一に
薄層で供給することが可能であり、塗布ムラが発生しにくい。更に、定着液に気泡を含有
してフォーム状とした定着液によるローラ塗布を検討し、単にフォーム状の定着液を塗布
するであるだけでは、ローラ塗布において、樹脂微粒子のローラ面へのオフセット防止に
常に効果があるわけではないことが分った。そこで、ローラ塗布手段において、塗布ロー
ラ面上のフォーム状の定着液中の気泡層構成と気泡層を含有する定着液層の膜厚制御がオ
フセット防止に重要であることを見出した。
【００３８】
　また、上述したように、起泡剤として脂肪酸塩を用いると、泡沫安定性が高くなり、紙
等の記録媒体にフォーム状の定着液が浸透しにくくなる。これは利点であるが、トナー層
に対してもフォーム状の定着液が浸透しにくくなる恐れがある。トナー層へ定着液が浸透
しないと定着液によるトナー同士の固着が生じなくなり定着不良となってしまう。そこで
、塗布ローラ上のフォーム状の定着液層の厚みと塗布ローラと紙等の記録媒体との接触面
での加圧力が、トナー層へのフォーム状の定着液の浸透性に影響を与え、更に塗布ローラ
へのトナーオフセットに影響を与えることを見出した。
【００３９】
　図５及び図６はローラ塗布手段においてローラ塗布面と未定着樹脂微粒子が接する部分
の拡大図である。両図において、図１及び図２と同じ参照符号は同じ構成要素を示す。な
お、図５は塗布ローラ１１と記録媒体との接触面での加圧が低い場合であり、図６は加圧
が高い場合である。また、図５と図６の気泡径はほぼ同じ場合であり、両図に示す気泡１
５は主なる気泡であり、それ以外の気泡も存在するが図面では省略するものとする。図５
の（ａ）は塗布ローラ１１の塗布面でフォーム状の定着液１４は気泡１５の単層構造で、
図５の（ｂ）は気泡層が２層の例である。従って、フォーム状の定着液１４の層厚は図５
の（ａ）の方が図５の（ｂ）より薄い。図５の（ａ）に示すように気泡１５が単層で、加
圧力が小さい場合、気泡自身が表面張力により塗布ローラ１１の塗布面に付着しやすく、
樹脂微粒子の層へ定着液１２が不均一にしか塗布されず、樹脂微粒子の一部が気泡１５に
吸着して塗布ローラ１１の塗布面にオフセットしてしまう。一方、図５の（ｂ）に示すよ
うに、塗布ローラ１１の塗布面でフォーム状の定着液１４が複数層の気泡層構造である場
合、凹凸を有する未定着トナー１６の面への気泡１５の埋め込みが可能となり、フォーム
状の定着液１４は気泡１５の層間で分離しやすくなり、図５の（ｂ）のごとく、樹脂微粒
子層に均一に塗布可能となり、樹脂微粒子のオフセットを極めて生じにくくすることがで
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きる。
【００４０】
　よって、例えば樹脂微粒子がトナー粒子であり、媒体が紙等の記録媒体である場合、記
録媒体搬送駆動系の負荷低減を優先するために、塗布ローラと記録媒体との接触面での加
圧を低く設定する場合、塗布ローラに未定着トナーがオフセットしないようにするために
は、予め生成する気泡の平均的な大きさを測定しておき、気泡層が複数層となるように、
塗布ローラ上のフォーム状の定着液層の膜厚を気泡層の複数層分の厚みになるように制御
すれば、塗布ローラ上には必ず複数層の気泡層からなるフォーム状の定着液層が形成され
、トナーオフセットの防止を可能となる。
【００４１】
　逆に、必ずしも平滑ではない上質紙などの記録媒体にムラなく均一に定着液を付与する
ために、塗布ローラ１１と記録媒体との接触面での加圧を高く設定する場合、図６の（ａ
）に示すように、塗布ローラ１１の塗布面でフォーム状の定着液１４は気泡１５の単層構
造であるが、加圧力が大きいため、凹凸な樹脂微粒子層内へ気泡１５が押し込まれやすく
なり、塗布ローラ１１の塗布面から気泡層が容易に剥離し、フォーム状の定着液１４は樹
脂微粒子層に均一に塗布される。一方、図６の（ｂ）に示すように、塗布ローラ１１の塗
布面でフォーム状の定着液１４が複数層の気泡層構造である場合であっても加圧力が大き
い場合、気泡１５が樹脂微粒子層内に押し付けられつつ、気泡層が厚いため、粒子微粒子
層から気泡層への微粒子拡散が発生しやすくなり、樹脂微粒子層が乱れたり、拡散した微
粒子の一部が塗布ローラ１１に付着しオフセットが発生する恐れがある。
【００４２】
　よって、塗布ローラと記録媒体との接触面での加圧が高い場合、予め気泡の平均的な大
きさを測定しておき、塗布ローラ面でなるべく単層に近い薄い膜厚の気泡層構造のフォー
ム状の定着液となるように液層厚みを制御すれば、塗布ローラ上には単層に近い気泡層構
造の液膜が形成され、高加圧力条件でトナーオフセットを防止できる。また、塗布ローラ
上の気泡層が厚すぎると塗布ローラと記録媒体との接触部に気泡層の流動が生じ、樹脂微
粒子がその流れに沿って移動してしまい、樹脂微粒子がトナーの場合であれば画像が流れ
る不具合が発生するので、流動性が生じない範囲にフォーム状の定着液層の膜厚を制御す
ることで解決できる。
【００４３】
　上記のように塗布ローラと媒体との接触圧力と塗布ローラ上のフォーム状の定着液の膜
厚が塗布ローラへのトナーオフセットや画像乱れの大きな因子であることを説明したが、
媒体が厚紙のはがき紙や薄い更紙のように紙種により紙の厚みが異なると塗布ローラと媒
体との接触圧力が異なる。つまり厚紙のほうが接触圧力は高くなり、薄くなれば接触圧力
は低くなる。このため、それらの紙種にあわせて塗布ローラ上のフォーム状の定着液の膜
厚を最適範囲となるよう制御する必要がある。また、モノクロやカラー、文字や写真など
の画像に応じて紙上のトナー層厚みが異なる。つまりトナー層の厚いほうが接触圧力は高
くなり、トナー層の薄いほうが接触圧力は低くなる。このため、これらの画像情報に基づ
き、トナー層の厚みに応じて塗布ローラ上のフォーム状の定着液の膜厚を最適範囲となる
よう制御する必要がある。何れにして、単に、フォーム状の定着液を用いれば良好な定着
が行えるのではなく、紙種やトナー層厚みなどの塗布条件によって調整される接触圧力に
応じて、フォーム状の定着液の塗布手段における膜厚制御が絶対に必要である。
【００４４】
　以上のように、軟化剤と水と起泡剤として脂肪酸塩を含有するフォーム状の定着液層の
膜厚を制御することで、塗布ローラのような接触塗布手段へのトナーオフセットや画像流
れを防止し、極めて微小の塗布による定着を可能とすることができる。すなわち、本発明
は樹脂微粒子の少なくとも一部を溶解又は膨潤させて樹脂微粒子を軟化させる軟化剤を定
着液に含有し、更に水と起泡剤として脂肪酸塩を含有した定着剤を用い、接触塗布手段に
て媒体上の当該樹脂微粒子に定着液を塗布ことで当該樹脂微粒子を媒体に定着する方法で
あり、当該定着液を該媒体上の当該樹脂微粒子表面に付与する際に、当該微粒子に定着液
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が接する塗布で、当該定着液が気泡を含有したフォーム状形態となっており、更に当該フ
ォーム状の定着液層の膜厚を加圧力に応じて制御することにより、塗布ローラのような接
触塗布手段への樹脂微粒子のオフセットや樹脂微粒子層流れを防止し、極めて微小の塗布
による定着を可能とすることができる。また、樹脂微粒子として、電子写真技術に用いる
トナー微粒子が本発明にとって効果が高く、この樹脂微粒子の層厚に応じてフォーム状の
定着液層の膜厚を制御することでトナーオフセットや画像流れを防止できる。
【００４５】
　図７は本発明における塗布時のフォーム状の定着液の層構成例を示す概略図である。同
図に示す液体２１は軟化剤と水と起泡剤として脂肪酸塩を含有し、液体中に気泡２２を含
有したフォーム状の構成である。このように、気泡２２を大量に含有することで、定着液
２０のかさ密度は極めて低くすることができる。この構成とすることで、図８に示すよう
に、定着液塗布時は、体積が多い状態で塗布しても、かさ密度が低く、塗布重量は小さい
ため、その後気泡２２が破泡してしまえば、実質的な塗布量は極めて少なくすることがで
きる。なお、本発明におけるフォーム状とは、液体中に気泡が大量に分散し、液体が圧縮
性を帯びた状態を示す。
【００４６】
　次に、本発明の定着液塗布手段について説明する。本発明の定着液塗布手段は接触塗布
手段である。図９は本発明の定着液塗布手段としてフォーム状の定着液を塗布ローラにて
塗布する様子を示す概略図である。同図において、樹脂微粒子３１はトナー粒子である。
塗布ローラ３２上にはフォーム状の定着液３３の層が形成されており、フォーム状の定着
液３３の気泡の大きさ及び加圧力、並びに未定着トナーの層厚に応じた最適化した定着液
層の膜厚であり、樹脂微粒子３１は塗布ローラ３２上にオフセットしない。仮に、フォー
ム状の定着液３３は、樹脂微粒子３１の層及び記録媒体に厚く塗布されたとしても、フォ
ーム状の定着液３３のかさ密度が極めて低いため、所定の泡沫時間経過後に含有している
気泡が破泡することで、軟化剤を含有した液体の樹脂微粒子３１の層への微量塗布とする
ことができる。
【００４７】
　なお、フォーム状の定着液における気泡含有量は、かさ密度や塗布層の厚みに応じて異
なるが、概ね、かさ密度としては、０．０１ｇ／ｃｍ３～０．１ｇ／ｃｍ３程度の範囲が
望ましい。また、気泡層からなるフォーム状の定着液とは、単層または複数の気泡層から
なるフォーム状の定着液の意味で、必ずしも明確な層面がなくとも構わない。更に、定着
液は、紙等の記録媒体上のトナー等の樹脂微粒子の層への塗布時にフォーム状となってい
ればよく、保存容器内でフォーム状である必要はない。保存容器中では気泡を含有しない
液体で、容器から液を供給する時点や、樹脂微粒子の層へ塗布するまでの液搬送経路でフ
ォーム状にする手段を設ける構成が望ましい。これは、保存容器では液体で、容器から液
を取り出した後にフォーム状とする構成のほうが、容器の小型化ができるという大きな利
点を有するためである。
【００４８】
　ここで、密封容器から液状の定着液を取り出した後に気泡を含有したフォーム状の定着
液とする方法について説明する。
【００４９】
　第１の方法としては、密封容器内では、軟化剤を含有する液状の定着液を容器から取り
出した後、液状の定着液にせん断力を加えて気泡を生成する気泡生成手段で多量の気泡を
含有させる方法である。せん断力を加えたときの液中キャビテーションや空気の巻き込み
により気泡を生成する。具体例として示す図１０は、せん断力を加える手段として攪拌ロ
ーラを用いる例を示す。同図の（ａ）において、フォーム状の定着液供給ローラ４１を一
旦塗布ローラ４２から離脱した状態で、定着液供給ローラ４１と攪拌ローラ４３のニップ
部に、定着液を収納する定着液密閉容器４４から液搬送パイプ４５を通して液供給口４６
からの液状の定着液を溜め、そして攪拌ローラ４３を回転攪拌することでフォーム状の定
着液を形成し、その後定着液供給ローラ４１を塗布ローラ４２に接触させて塗布ローラ４
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２にフォーム状の定着液を供給する。そして、同図の（ａ），（ｂ）に示すように、更に
塗布ローラ４２のローラ面に液膜厚制御用のブレード４７によってフォーム状の定着液の
気泡の大きさ及び加圧力から最適化した定着液層の膜厚の制御を行っている。
【００５０】
　なお、図１０の攪拌ローラ４３の表面は平坦でも良いが、表面にグルーブやアニロック
スを形成し、より液を攪拌することが望ましい。また、液膜厚制御用のブレード４７はカ
ウンター方向やテイリング方向のどちらでも良い。また、塗布ローラ４２と液膜厚制御用
のブレード４７とのギャップを制御するスペーサを設けていても良い。
【００５１】
　第２の方法として、図１１に示すように、軟化剤を含有する液状の定着液とともに、大
気成分又は大気圧下では気体となるアルカン類を定着液中に分散し、大気圧以上で密閉し
た密閉容器５１に入れて、密封容器５１に取り付けられたアクチュエータ５２及びノズル
５３から噴出する際にガスの膨張により多量の気泡を液中に含有させてフォーム状の定着
液を作成し、液搬送パイプを通して液供給口５４から、塗布ローラ５５と接するブレード
５６とのニップ部にフォーム状の定着液を供給する。ブレード５６と塗布ローラ５５との
隙間を調整し、塗布ローラ５５上のフォーム状の定着液層の膜厚を制御し、フォーム状の
定着液の気泡の大きさ及び加圧力から最適化した定着液層の膜厚の制御を行っている。
【００５２】
　第３の方法として、図１２に示すように、せん断力を加える手段として攪拌羽６１を用
い、密封容器６２内で、軟化剤及び水と起泡剤として脂肪酸塩を含有する液状の定着液を
攪拌しフォーム状の定着液を形成し、加圧ボンベ６３から高圧空気を送ってフォーム状の
定着液を密封容器６２から出し、定着液補給パッド６４によって塗布ローラ６５の塗布面
にフォーム状の定着液を供給する。そして、図１２の（ａ），（ｂ）に示すように、ワイ
ヤーバー６６によって塗布ローラ６５上のフォーム状の定着液の厚みを制御し、フォーム
状の定着液の気泡の大きさ及び加圧力から最適化した定着液層の膜厚の制御を行っている
。なお、長期保存中は気泡がなくなり、密閉容器内で液状であっても、使用直前に攪拌す
ることでフォーム状の定着液にする構成である。
【００５３】
　また、第４の方法は、図１３に示すごとく、図１１に示す塗布ローラに代わりに、塗布
ベルト７１を用いて記録媒体上の未定着トナーに塗布する方法である。密封容器５１に取
り付けられたアクチュエータ５２及びノズル５３から噴出する際に大気圧のもとではで気
体となるガスや大気成分の膨張により多量の気泡を液中に含有させてフォーム状の定着液
を作成し、液搬送パイプを通して液供給口５４から、塗布ベルト７１と接するブレード５
６とのニップ部にフォーム状の定着液を供給する。そして、ブレード５６と塗布ベルト７
１のギャップを調整し、塗布ベルト７１上のフォーム状の定着液層の膜厚を制御し、フォ
ーム状の定着液の気泡の大きさ及び加圧力から最適化した定着液層の膜厚の制御を行って
いる。なお、塗布ベルト７１としては、例えばシームレスニッケルベルトやシームレスＰ
ＥＴファイルなどの基体にＰＦＡのような離型性フッ素樹脂をコートした部材を用いる。
【００５４】
　次に、フォーム状の定着液の接触部材面での厚みの制御方法及び手段について説明する
。制御すべき最適膜厚は、フォーム状の定着液を作成する手段により形成された気泡の平
均粒径、塗布手段と媒体との接触部での加圧力、液の粘度により決定される。決定された
適性液膜範囲に制御する方法としては、ローラ状の回転部材による塗布手段では、塗布手
段面とあるギャップを設けてフォーム状の定着液をかきとる方法が適している。例えば、
上述した図１１のような液膜厚制御用のブレード４７によるかきとりや、上述した図１２
のようなワイヤーバー６６によるかきとりが望ましい。図１１の液膜厚制御用のブレード
４７によるかきとりの構成では、適性膜厚範囲に近いギャップで塗布ローラ４２のローラ
面と液膜厚制御用のブレード４７を配置する。図１２のワイヤーバー６６によるかきとり
の構成では、適性膜厚範囲となるようにワイヤー径を決定する。また、別の厚み制御方法
及び手段としては、ローラ状回転部材による塗布面に適性膜厚となるようにフォーム状の
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定着液を供給する方法がある。図１４の（ａ）では、筒状ステンシル部材８１の内部にフ
ォーム状の定着液を保持し、プレスローラ８２により押し出しながら塗布部材８３の面に
フォーム状の定着液を供給する。この時、筒状ステンシル部材８１のメッシュ開口径を適
性液膜が形成されるように決定する。また、図１４の（ｂ）は、グルーブローラ８４によ
る供給の例で、グルーブローラ８４のグルーブの深さを適性液膜が形成されるように決定
する。なお、フォーム状の定着液の接触塗布手段としては、ローラ塗布手段の他に、直接
ステンシル塗布やグラビアローラ塗布、回転ワイヤーバー塗布等であっても構わない。こ
れらの手段は何れも、塗布手段そのものが表面にメッシュ状やスジ状や凹凸状の形状を有
し、塗布量を制御することで、塗布面と媒体との接触面におけるフォーム状の定着液の液
膜を制御することができる。
【００５５】
　次に、定着液の液処方について説明する。フォーム状の定着液は、上述したように、軟
化剤を含有した液体中に気泡を含有した構成である。軟化剤を含有した液体は、気泡を安
定に含有し、なるべく均一な気泡の大きさからなる気泡層を構成するフォーム状とするた
め、起泡剤及び増泡剤を有することが望ましい。また、ある程度粘度が高いほうが、気泡
が安定して液体中に分散するため、増粘剤を含有することが望ましい。
【００５６】
　また、起泡剤としては、脂肪酸塩が望ましい。脂肪酸塩は界面活性を有するため、水を
含有する定着液の表面張力を下げ、定着液を発泡しやすくするとともに、泡表面で脂肪酸
塩が層状ラメラ構造をとるため泡壁（プラトー境界）が他の界面活性剤よりも強くなり、
泡沫安定性が極めて高くなるまた、脂肪酸塩の起泡性を効果的にするため、定着液には水
を含有することが望ましい。脂肪酸としては、大気中での長期安定性の観点から酸化に強
い飽和脂肪酸が望ましい。但し、飽和脂肪酸塩を含有する定着液に若干の不飽和脂肪酸塩
を含有することで脂肪酸塩の水に対する溶解・分散性を助け、５℃～１５℃までの低気温
において、優れた起泡性を有することができ、広い環境温度範囲において定着の安定を可
能とし、また、定着液長期放置中の脂肪酸塩の定着液中分離を防止することができる。
【００５７】
　更に、飽和脂肪酸塩に用いる脂肪酸としては、炭素数１２，１４，１６及び１８の飽和
脂肪酸、具体的にはラウリン酸、ミリスチン酸、パルミチン酸、ステアリン酸が適する。
炭素数が１１以下の飽和脂肪酸塩は臭気が大きくなり、当該定着液を用いるオフィス・家
庭で用いる画像形成機器に適さない。また、炭素数１９以上の飽和脂肪酸塩は、水に対す
る溶解性が低下し、定着液の放置安定性を著しく低下させてしまう。これらの飽和脂肪酸
による飽和脂肪酸塩を単独もしくは混合して起泡剤として用いる。
【００５８】
　また、不飽和脂肪酸塩に用いる脂肪酸としては、炭素数１８で２重結合数が１から３の
不飽和脂肪酸が望ましい。具体的には、オレイン酸、リノール酸、リノレン酸が適する。
２重結合が４以上では反応性が強いため、定着液の放置安定性が劣ってしまう。これらの
不飽和脂肪酸による不飽和脂肪酸塩を単独もしくは混合して起泡剤として用いる。また、
上記飽和脂肪酸塩と不飽和脂肪酸塩を混合して起泡剤として用いても構わない。
【００５９】
　また、上記飽和脂肪酸塩又は不飽和脂肪酸塩において、当該定着液の起泡剤として用い
る場合、ナトリウム塩、カリウム塩もしくはアミン塩であることが望ましい。定着装置に
電源を投入後、素早く定着可能な状態にすることは定着装置の商品価値として重要な要素
である。定着装置において定着可能な状態とするためには、定着液が適切なフォーム状と
なっていることが必須であるが、上記の脂肪酸塩は素早く起泡することで、電源投入後定
着可能な状態を短時間でつくることができる。特に、アミン塩とすることで、定着液にせ
ん断力を加えたときに最も短時間で起泡し、フォーム状定着液を容易に作製することが可
能であり、定着装置への電源投入後の定着可能な状態を最も短時間でつくることができる
。
【００６０】
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　更に、オフセット防止のためには塗布部でのフォーム状の定着液層の厚みは樹脂微粒子
層の厚みより厚いことが望ましい。また、気泡が樹脂微粒子へ付着しやすくするためには
樹脂微粒子よりも大きいことが望ましい。樹脂微粒子がトナー粒子の場合、乾式電子写真
方式ではトナー粒子は、４～１０μｍ程度の大きさであり、紙媒体上の未定着トナー層は
１０～３０μｍ程度であることから、軟化剤を含有する液体に含有する気泡の大きさは、
５μｍ～３０μｍ程度が望ましい。
【００６１】
　また、希釈溶媒は、水性であることが望ましい。希釈構成としては、軟化剤が希釈溶媒
に溶解した構成や、軟化剤が油性で希釈溶媒が水性でＯ／Ｗエマルジョンの構成や、軟化
剤が油性で希釈溶媒が水性でＷ／Ｏエマルジョンの構成であっても構わない。特に、軟化
剤が希釈溶媒に溶解した構成の方が長期保存中の安定性に優れるため望ましい。
【００６２】
　更に、高圧密封容器に定着液を保管する構成では、大気圧のもとで気体となるガスや大
気成分が軟化剤を含有する液体に溶解又は分散する構成が望ましい。大気圧のもとで気体
となるガスとしては、脂肪族炭化水素類、例えばプロパン、ブタン、ペンタン、ヘキサン
、ジメチルエーテルなどが適する。大気成分ガスとしては、窒素ガス、アルゴンガスなど
が適する。このような構成では、高圧ガスを用いているため、フォーム状となった定着液
を塗布部材に供給する手段を簡素化もしくは必要がなく、また機械的に定着液にせん断力
を加える手段やフォーム状となった定着液を塗布部材に供給する手段を簡素化できるため
、定着装置の小型化が容易となる。
【００６３】
　また、樹脂を溶解又は膨潤することで軟化させる軟化剤は、脂肪族エステルを含む。こ
の脂肪族エステルは、トナー等に含まれる樹脂の少なくとも一部を溶解又は膨潤させる溶
解性又は膨潤性に優れている。
【００６４】
　更に、軟化剤については、人体に対する安全性の観点から、その急性経口毒性ＬＤ５０
が３ｇ／ｋｇよりも大きい、更に好ましくは５ｇ／ｋｇであることが好ましい。脂肪族エ
ステルは、化粧品原料として多用されているように、人体に対する安全性が高い。
【００６５】
　また、記録媒体に対するトナーの定着は、密封された環境において頻繁に使用される機
器で行われ、軟化剤はトナーの記録媒体への定着後にもトナー中に残留するため、記録媒
体に対するトナーの定着は揮発性有機化合物（ＶＯＣ）及び不快臭の発生を伴わないこと
が好ましい。すなわち、軟化剤は揮発性有機化合物（ＶＯＣ）及び不快臭の原因となる物
質を含まないことが好ましい。脂肪族エステルは、一般に汎用される有機溶剤（トルエン
、キシレン、メチルエチルケトン、酢酸エチルなど）と比較して、高い沸点及び低い揮発
性を有し、刺激臭を持たない。
【００６６】
　なお、オフィス環境等における臭気を高い精度で測定することができる実用的な臭気の
測定尺度として、官能測定である三点比較式臭袋法による臭気指数（１０×ｌｏｇ（物質
の臭気が感じられなくなるまでの物質の希釈倍率））を臭気の指標とすることができる。
また、軟化剤に含まれる脂肪族エステルの臭気指数は、１０以下であることが好ましい。
この場合には、通常のオフィス環境では、不快臭を感じなくなる。更に、軟化剤のみなら
ず、定着液に含まれる他の液剤も同様に、不快臭及び刺激臭を有さないことが好ましい。
【００６７】
　本発明における定着液において、好ましくは、上記の脂肪族エステルは、飽和脂肪族エ
ステルを含む。上記の脂肪族エステルが、飽和脂肪族エステルを含む場合には、軟化剤の
保存安定性（酸化、加水分解などに対する耐性）を向上させることができる。また、飽和
脂肪族エステルは、人体に対する安全性が高く、多くの飽和脂肪族エステルは、トナーに
含まれる樹脂を１秒以内で溶解又は膨潤させることができる。更に、飽和脂肪族エステル
は、記録媒体に提供されたトナーの粘着感を低下させることができる。これは、飽和脂肪
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族エステルが、溶解又は膨潤したトナーの表面に油膜を形成するためであると考えられる
。
【００６８】
　よって、本発明における定着液において、好ましくは、上記の飽和脂肪族エステルの一
般式は、
　Ｒ１ＣＯＯＲ２
　で表される化合物を含み、Ｒ１は、炭素数が１１以上１４以下のアルキル基であり、Ｒ
２は、炭素数が１以上６以下の直鎖型もしくは分岐型アルキル基である。
【００６９】
　上記の飽和脂肪族エステルが、一般式Ｒ１ＣＯＯＲ２で表される化合物を含み、Ｒ１は
、炭素数が１１以上１４以下のアルキル基であり、Ｒ２は、炭素数が１以上６以下の直鎖
型もしくは分岐型のアルキル基である場合には、トナーに含まれる樹脂に対する溶解性又
は膨潤性を向上させることができる。また、上記の化合物の臭気指数は、１０以下であり
、上記の化合物は、不快臭及び刺激臭を有さない。
【００７０】
　上記の化合物である脂肪族モノカルボン酸エステルとしては、例えば、ラウリン酸エチ
ル、ラウリン酸ヘキシル、トリデシル酸エチル、トリデシル酸イソプロピル、ミリスチン
酸エチル、ミリスチン酸イソプロピル等が挙げられる。上記の化合物であるこれらの脂肪
族モノカルボン酸エステルの多くは、油性溶媒に溶解するが、水には溶解しない。よって
、上記の化合物である脂肪族モノカルボン酸エステルの多くについては、水性溶媒では、
グリコール類を溶解助剤として定着液に含有し、溶解又はマイクロエマルジョンの形態と
する。
【００７１】
　また、本発明における定着液において、好ましくは、上記の脂肪族エステルは、脂肪族
ジカルボン酸エステルを含む。上記の脂肪族エステルが、脂肪族ジカルボン酸エステルを
含む場合には、より短い時間でトナーに含まれる樹脂を溶解又は膨潤させることができる
。例えば、６０ｐｐｍ程度の高速印字では、記録媒体における未定着のトナーに定着液を
付与し、トナーが記録媒体に定着するまでの時間は、１秒以内であることが望ましい。上
記の脂肪族エステルが、脂肪族ジカルボン酸エステルを含む場合には、記録媒体における
未定着のトナー等に定着液を付与し、トナーが記録媒体に定着するのに要する時間を、０
．１秒以内にすることが可能となる。更に、より少量の、軟化剤の添加によって、トナー
に含まれる樹脂を溶解又は膨潤させることができるため、定着液に含まれる、軟化剤の含
有量を低減することができる。
【００７２】
　よって、本発明における定着液において、好ましくは、上記の脂肪族ジカルボン酸エス
テルの一般式は、
　Ｒ３（ＣＯＯＲ４）２

　で表される化合物を含み、Ｒ３は、炭素数が３以上８以下のアルキレン基であり、Ｒ４
は、炭素数が３以上５以下の直鎖型又は分岐型アルキル基である。
【００７３】
　上記の脂肪族ジカルボン酸エステルが、一般式Ｒ３（ＣＯＯＲ４）２で表される化合物
を含み、Ｒ３は、炭素数が３以上８以下のアルキレン基であり、Ｒ４は、炭素数が３以上
５以下の直鎖型又は分岐型アルキル基である場合には、トナーに含まれる樹脂に対する溶
解性又は膨潤性を向上させることができる。また、上記の化合物の臭気指数は、１０以下
であり、上記の化合物は、不快臭及び刺激臭を有さない。
【００７４】
　上記の化合物である脂肪族ジカルボン酸エステルとしては、例えば、コハク酸２エチル
ヘキシル、アジピン酸ジブチル、アジピン酸ジイソブチル、アジピン酸ジイソプロピル、
アジピン酸ジイソデシル、セバシン酸ジエチル、セバシン酸ジブチル等が挙げられる。上
記の化合物であるこれらの脂肪族ジカルボン酸エステルの多くは、油性溶媒に溶解するが
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、水には溶解しない。よって、水性溶媒では、グリコール類を溶解助剤として定着液に含
有し、溶解又はマイクロエマルジョンの形態とする。
【００７５】
　更に、本発明における定着液において、好ましくは上記の脂肪族エステルは、脂肪族ジ
カルボン酸ジアルコキシアルキルを含む。上記の脂肪族エステルが、脂肪族ジカルボン酸
ジアルコキシアルキルを含む場合には、記録媒体に対するトナーの定着性を向上させるこ
とができる。
【００７６】
　本発明における定着液において、好ましくは、上記の脂肪族ジカルボン酸ジアルコキシ
アルキルの一般式は、
　Ｒ５（ＣＯＯＲ６－Ｏ－Ｒ７）２

　で表される化合物を含み、Ｒ５は、炭素数が２以上８以下のアルキレン基であり、Ｒ６
は、炭素数が２以上４以下のアルキレン基であり、Ｒ７は、炭素数が１以上４以下のアル
キル基である。
【００７７】
　上記の脂肪族ジカルボン酸ジアルコキシアルキルは、一般式Ｒ５（ＣＯＯＲ６－Ｏ－Ｒ
７）２で表される化合物を含み、Ｒ５は、炭素数が２以上８以下のアルキレン基であり、
Ｒ６は、炭素数が２以上４以下のアルキレン基であり、Ｒ７は、炭素数が１以上４以下の
アルキル基である場合には、トナーに含まれる樹脂に対する溶解性又は膨潤性を向上させ
ることができる。また、上記の化合物の臭気指数は、１０以下であり、上記の化合物は、
不快臭及び刺激臭を有さない。
【００７８】
　上記の化合物である脂肪族ジカルボン酸ジアルコキシアルキルとしては、例えば、コハ
ク酸ジエトキシエチル、コハク酸ジブトキシエチル、アジピン酸ジエトキシエチル、アジ
ピン酸ジブトキシエチル、セバシン酸ジエトキシエチル等が挙げられる。これらの脂肪族
ジカルボン酸ジアルコキシアルキルを水性溶媒では、グリコール類を溶解助剤として定着
液に含有し、溶解又はマイクロエマルジョンの形態とする。
【００７９】
　なお、定着の対象となる樹脂を含有する微粒子は、トナーに限定されず、樹脂を含有す
る微粒子であれば何れでもよい。例えば、導電性部材を含有した樹脂微粒子でもよい。ま
た、記録媒体は、記録紙に限定されず、金属、樹脂、セラミックス等何れでもよい。但し
、記録媒体は定着液に対し浸透性を有することが望ましく、媒体基板が液浸透性を持たな
い場合は、基板上に液浸透層を有する媒体が望ましい。また、記録媒体の形態もシート状
に限定されず、平面及び曲面を有する立体物でもよい。
【００８０】
　上記の樹脂を含有する微粒子のうち、電子写真プロセスで用いるトナーは、本発明の定
着液との組合せにおいて最も定着への効果が高い。トナーは、色剤と帯電制御剤と結着樹
脂や離型剤などのような樹脂を含む。トナーに含まれる樹脂は、特に限定されないが、好
適な結着樹脂としては、ポリスチレン樹脂、スチレン－アクリル共重合体樹脂、ポリエス
テル樹脂などが挙げられ、離型剤としては、例えばカルバナウワックスやポリエチレンな
どのワックス成分などが挙げられる。トナーは、結着樹脂の他に、公知の着色剤、電荷制
御剤、流動性付与剤、外添剤などを含んでもよい。また、トナーは、メチル基を有する疎
水性シリカ及び疎水性酸化チタンのような疎水性微粒子をトナーの粒子の表面に固着させ
ることによって、撥水性処理されていることが好ましい。媒体のうち、記録媒体は、特に
限定されず、例えば、紙、布、及び液体透過層を有するＯＨＰ用シートのようなプラスチ
ックフィルムなどが挙げられる。本発明における油性とは、室温（２０℃）における水に
対する溶解度が、０．１重量％以下である性質を意味する。
【００８１】
　また、フォーム状の定着液は、好ましくは、撥水性処理されたトナーの粒子に対して、
十分な親和性を有することが望ましい。ここで、親和性とは、液体が固体に接触したとき
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に、固体の表面に対する液体の拡張濡れの程度を意味する。すなわち、フォーム状の定着
液は、撥水性処理されたトナーに対して十分な濡れ性を示すことが好ましい。疎水性シリ
カ及び疎水性酸化チタンのような疎水性微粒子で撥水性処理されたトナーの表面は、疎水
性シリカ及び疎水性酸化チタンの表面に存在するメチル基によって覆われており、おおよ
そ２０ｍＮ／ｍ程度の表面エネルギーを有する。現実には撥水性処理されたトナーの表面
の全面が疎水性微粒子によって完全に覆われてはいないため、撥水性処理されたトナーの
表面エネルギーは、おおよそ、２０～３０ｍＮ／ｍであると推測される。よって、撥水性
トナーに対して親和性を有する（十分な濡れ性を有する）ためには、フォーム状の定着液
の表面張力は、２０～３０ｍＮ／ｍであることが好ましい。
【００８２】
　水性溶媒を用いる場合、界面活性剤を添加することで、表面張力を２０～３０ｍＮ／ｍ
とすることが好ましい。また、水性溶媒の場合、単価もしくは多価アルコールを含有して
いることが望ましい。これらの材料は、フォーム状の定着液における気泡の安定性を高め
、破泡しにくくする利点を有する。例えばセタノールなどの単価アルコールや、グリセン
リン、プロピレングリコール、１，３ブチレングリコールなどの多価アルコールが望まし
い。また、これらの単価又は多価のアルコール類を含有することで紙等の記録媒体のカー
ル防止に効果を有する。
【００８３】
　また、定着液中に浸透性改善や紙等媒体のカール防止のために油性成分を含有してＯ／
ＷエマルジョンやＷ／Ｏエマルジョンを形成する構成も望ましく、その場合、具体的な分
散剤としては、ソルビタンモノオレエートやソルビタンモノステレートやソルビタンセス
キオレートなどのソルビタン脂肪酸エステルやショ糖ラウリン酸エステルやショ糖ステア
リン酸エステルなどのショ糖エステルなどが望ましい。
【００８４】
　ここで、定着中での軟化剤を溶解もしくはマイクロエマルジョン分散させるため方法と
しては、例えば、回転羽根によるホモミキサーやホモジナイザーのような機械的に攪拌す
る手段、及び超音波ホモジナイザーのような振動を与える手段が挙げられる。いずれにし
ても、強いせん断応力を定着液中の軟化剤に加えることで溶解もしくはマイクロエマルジ
ョン分散させる。
【００８５】
　また、トナーの定着装置は、本発明における定着液をトナーに供給した後、トナーに含
まれる樹脂の少なくとも一部を溶解又は膨潤させる部剤（軟化剤）によって溶解又は膨潤
したトナーを加圧する、一対の平滑化ローラ（ハードローラ）を有してもよい。一対の平
滑化ローラ（ハードローラ）によって、溶解又は膨潤したトナーを加圧することによって
、溶解又は膨潤したトナーの層の表面を平滑化して、トナーに光沢を付与することが可能
となる。更に、記録媒体内へ溶解又は膨潤したトナーを押し込むことによって、記録媒体
に対するトナーの定着性を向上させることができる。
【００８６】
　別の発明の一実施の形態例に係る画像形成装置において、上述した本発明による画像形
成方法を用いて、樹脂を含むトナーの画像を記録媒体に形成する。よって、この別の発明
の一実施の形態例の画像形成装置によれば、それぞれ、上述したように、より効率的にト
ナーを記録媒体に定着させることが可能な画像形成方法及び画像形成装置を提供すること
ができる。
【００８７】
　図１５は別の発明の一実施の形態例の画像形成装置の構成を示す概略図である。同図に
示す画像形成装置は複写機又はプリンタであってもよい。図１５の（ａ）はカラー電子写
真のタンデム方式の画像形成装置全体の概略図であり、図１５の（ｂ）は図１５の（ａ）
の画像形成装置の１つの画像形成ユニットの構成を示す図である。図１５の（ａ）,（ｂ
）に示す画像形成装置９０はトナー像担持体として中間転写ベルト９１を有する。この中
間転写ベルト９１は、３つの支持ローラ９２～９４に張架されており、図中の矢印Ａの方
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向に回転する。この中間転写ベルト９１に対しては、ブラック、イエロー、マゼンタ及び
シアンの各画像形成ユニット９５～９８が配列されている。これら画像形成ユニットの上
方には、図示していない露光装置が配置されている。例えば、画像形成装置が複写機であ
る場合には、スキャナで原稿の画像情報を読み込み、この画像情報に応じて、各感光体ド
ラム上に静電潜像を書き込むための各露光Ｌ１～Ｌ４が露光装置により照射される。中間
転写ベルト９１を挟んで中間転写ベルト９１の支持ローラ９４に対向する位置には、二次
転写装置９９が設けられている。二次転写装置９９は、２つの支持ローラ１００,１０１
の間に張架された二次転写ベルト１０２で構成されている。なお、二次転写装置９９とし
ては、転写ベルト以外に転写ローラを用いてもよい。また、中間転写ベルト９１を挟んで
中間転写ベルト９１の支持ローラ９２に対向する位置には、ベルトクリーニング装置１０
３が配置されている。ベルトクリーニング装置１０３は、中間転写ベルト９１上に残留す
るトナーを除去するために配置されている。
【００８８】
　記録媒体としての記録紙１０４は、一対の給紙ローラ１０５で二次転写部へ導かれ、ト
ナー像を記録紙１０４に転写する際に、二次転写ベルト１０２を中間転写ベルト９１に押
し当てることによって、トナー像の転写を行う。トナー像が転写された記録紙１０４は、
二次転写ベルト１０２によって搬送され、記録紙１０４に転写された未定着のトナー像は
、図示していない露光装置からの画像情報に基づいてフォーム状の定着液の膜厚を制御す
る本発明のトナーの定着装置によって定着される。すなわち、記録紙１０４に転写された
未定着のトナー像には、図示していない露光装置からの画像情報、例えばカラー画像又は
黒ベタ画像に基づいてフォーム状の定着液層の膜厚が制御されたトナーの定着装置から供
給される本発明におけるフォーム状の定着液が付与され、フォーム状の定着液に含まれる
、トナーに含まれる樹脂の少なくとも一部を溶解又は膨潤させる部剤（軟化剤）によって
、未定着のトナー像を、記録紙１０４に定着させる。
【００８９】
　次に、画像形成ユニットについて説明する。図１５の（ｂ）に示すように、画像形成ユ
ニット９５～９８には、感光体ドラム１０６の周辺に、帯電装置１０７、現像装置１０８
、クリーニング装置１０９及び除電装置１１０が配置されている。また、中間転写ベルト
９１を介して、感光体ドラム１０６に対向する位置に、一次転写装置１１１が設けられて
いる。また、帯電装置１０７は、帯電ローラを採用した接触帯電方式の帯電装置である。
帯電装置１０７は、帯電ローラを感光体ドラム１０６に接触させて、感光体ドラム１０６
に電圧を印加することにより、感光体ドラム１０６の表面を一様に帯電する。この帯電装
置１０７としては、非接触のスコロトロン等を採用した非接触帯電方式の帯電装置を採用
することもできる。また、現像装置１０８は、現像剤中のトナーを感光体ドラム１０６上
の静電潜像に付着させ、静電潜像を可視化させる。ここで、各色に対応するトナーは、そ
れぞれの色に着色された樹脂材料からなり、これらの樹脂材料は、本発明における定着液
により溶解又は膨潤する。なお、現像装置１０８は、図示しない攪拌部及び現像部を有し
、現像に使用されなかった現像剤は、攪拌部に戻され、再利用される。攪拌部におけるト
ナーの濃度は、トナー濃度センサによって検出され、トナーの濃度が、一定であるように
制御されている。更に、一次転写装置１１１は、感光体ドラム１０６上で可視化されたト
ナーを中間転写ベルト９１に転写する。ここでは、一次転写装置１１１としては、転写ロ
ーラを採用しており、転写ローラを、中間転写ベルト９１を挟んで感光体ドラム１０６に
押し当てている。一次転写装置１１１としては、導電性ブラシ、非接触のコロナチャージ
ャー等を採用することもできる。また、クリーニング装置１０９は、感光体ドラム１０６
上の不要なトナーを除去する。クリーニング装置１０９としては、感光体ドラム１０６に
押し当てられる先端を備えたブレードを用いることができる。ここで、クリーニング装置
１０９によって回収されたトナーは、図示しない回収スクリュー及びトナーリサイクル装
置によって、現像装置１０８に回収され、再利用される。更に、除電装置１１０は、ラン
プで構成されており、光を照射して感光体ドラム１０６の表面電位を初期化する。
【００９０】
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　次に、本発明における定着液及び定着の具体例について説明する。
　［具体例１］
＜定着液の処方＞
◇軟化剤を含有する液体
希釈溶媒：イオン交換水　　　　　　　　　　　７０ｗｔ％
軟化剤：コハク酸ジエトキシエチル(クローダ社　クローダＤＥＳ)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０ｗｔ％
増粘剤：グリセリン　　　　　　　　　　　　　　５ｗｔ％
増泡剤：ヤシ脂肪酸ジエタノールアミド（コミカドＤＥＡ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２ｗｔ％
起泡剤：パルミチン酸ナトリウム　　　　　　　　５ｗｔ％
　　　　ミリスチン酸ナトリウム　　　　　　　　３ｗｔ％
　　　　ステアリン酸ナトリウム　　　　　　　　２ｗｔ％
分散剤：ＰＯＥ（２０）ラウリルソルビタン（花王　レオドールＴＷ－Ｓ１２０Ｖ）　　
　　　　　　　　　　　　　　　２ｗｔ％
　　　　ポリエチレングリコールモノステアレート（花王　エマノーン３１９９）　　　
　　　　　　　　　　　　　　　１ｗｔ％
　なお、分散剤は、軟化剤の希釈溶媒への溶解性を助長するために用いた。
　上記成分比にて、まずは、液温９０℃にて軟化剤を除いて混合攪拌し溶液を作製した。
次に、軟化剤を混合し、軟化剤が溶解した定着液（フォーム化する前の原液）を作製した
。なお、分散剤は、軟化剤等の溶解性を高めるための添加剤である。
【００９１】
◇高圧密封容器への封入
軟化剤を含有する液体　　　　　　　　　　　　９５ｗｔ％
大気圧のもとではで気体となるガス(ＬＰＧ)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５ｗｔ％
　上記成分比にて大気開放用のアクチュエータ部とノズル部を有する密封容器に混合し、
攪拌により大気圧のもとではで気体となるガスが分散したＯ／Ｗエマルジョン液を作製し
た（軟化剤は定着液に溶解状態）。
【００９２】
＜塗布装置＞
　図１１に示すような、密封容器からフォーム状の定着液を作成しブレードに供給する構
成とした。ブレードと塗布ローラとのギャップは２５μｍと４０μｍの２通り実施した。
加圧ローラ：アルミ製ローラ（φ３０）
塗布ローラ：ＰＦＡ樹脂を焼付け塗装したＳＵＳ製ローラ（φ３０）
ブレード：ＳＵＳ製シート
紙搬送速度：２００ｍｍ／ｓ
加圧ローラと塗布ローラ間の加重：片側１０Ｎと２００Ｎの２通り
【００９３】
＜実施結果＞
　そして、高圧密封容器から噴射しフォーム状となった定着液を、チューブを通してブレ
ードと塗布ローラの隙間に供給した。フォーム状の定着液のかさ密度は０．０７ｇ／ｃｍ
３であった。
【００９４】
　図１１において、塗布ローラとブレードとのギャップを２５μｍと４０μｍとした場合
、塗布ローラ上のフォーム状の定着液の液膜厚みと平均気泡径は下記の表１のようになっ
た。なお、液膜厚みはドップラー方式レーザ変位計にて、平均気泡径は図１６に示すよう
に、塗布ローラ上の液膜の光学顕微鏡拡大写真にて測定した。
【００９５】
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【表１】

【００９６】
　なお、塗布ローラ面の光学顕微鏡観察中、短時間（１分程度）では、フォーム状の定着
液の著しい破泡はほとんど認められなかった。
【００９７】
　プリンタとしてＩｐｓｉｏＣｏｌｏｒＣＸ８８００（リコー社製）を用い、未定着トナ
ーのカラー画像が形成されたＰＰＣ用紙（リコーＴ－６２００）に、図１１に示す定着装
置を用いてローラ塗布し、１０秒後に、画像の表面をウエスで擦り、ウエスへのトナーの
付着の有無によって、ＰＰＣ用紙に対するトナーの定着の程度を判定した。また、塗布後
の塗布ローラ上にメンディングテープを密着させて、メンディングテープへのトナー付着
の有無により、塗布ローラ上のトナーオフセットの有無を判定した。更に、画像パターン
として、４色階調パターンを用い、画像流れや画像欠損などの画像乱れの有無を目視判定
した。紙のカール性は紙端部の水平面からの高さが２０ｍｍ以上の場合を不良として判定
した。
【００９８】
　なお、実施結果の判定基準は、以下のとおり（他の具体例及び比較例も同様）とした。
　定着性（ウエス汚れの光学濃度）；　○：光学濃度０．３以下　△：光学濃度０．３～
０．５　×：光学濃度０．５以上
オフセット性（目視でテープへのトナー付着状態）；　○：トナー付着ほぼなし　△：薄
っすらトナー付着あり　×：かなりのトナー付着あり
画像乱れ有無；　○：ほとんどなく良好　△：画像の一部に乱れ　×：画像全面に乱れ
カール；　○：２０ｍｍ以下　△：２０ｍｍ～３０ｍｍ　×：３０ｍｍ以上
【００９９】
　塗布ローラ片側加重が１０Ｎと２００Ｎの場合の、上記表１のフォーム状の定着液条件
における定着性、オフセット性及び画像乱れ有無、紙のカール性を評価した結果を下記の
表２に示す。
【０１００】
【表２】

【０１０１】
　表２からわかるように、記録媒体と塗布ローラとの接触面の加圧力に応じて、塗布ロー
ラ上のフォーム状の定着液の膜厚を適正に制御することで極めて良好な定着が可能である
。
【０１０２】
　［具体例２］
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＜定着液の処方＞
◇軟化剤を含有する液体
希釈溶媒：イオン交換水　　　　　　　　　　　７０ｗｔ％
軟化剤：コハク酸ジエトキシエチル(クローダ社　クローダＤＥＳ)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０ｗｔ％
増粘剤：グリセリン　　　　　　　　　　　　　　５ｗｔ％
増泡剤：ヤシ脂肪酸ジエタノールアミド（コミカドＤＥＡ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２ｗｔ％
起泡剤：パルミチン酸カリウム　　　　　　　　　５ｗｔ％
　　　　ミリスチン酸カリウム　　　　　　　　　３ｗｔ％
　　　　ステアリン酸カリウム　　　　　　　　　２ｗｔ％
分散剤：ＰＯＥ（２０）ラウリルソルビタン（花王　レオドールＴＷ－Ｓ１２０Ｖ）　　
　　　　　　　　　　　　　　　２ｗｔ％
　　　　ポリエチレングリコールモノステアレート（花王　エマノーン３１９９）　　　
　　　　　　　　　　　　　　　１ｗｔ％
　上記成分比にて、まずは、液温９０℃にて軟化剤を除いて混合攪拌し溶液を作製した。
次ぎに、軟化剤を混合し、軟化剤が溶解した定着液（フォーム化する前の原液）を作製し
た。
【０１０３】
◇高圧密封容器への封入
軟化剤を含有する液体　　　　　　　　　　　　９５ｗｔ％
大気圧のもとではで気体となるガス(ＬＰＧ)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５ｗｔ％
　上記成分比にて大気開放用のアクチュエータ部とノズル部を有する密封容器に混合し、
攪拌により大気圧のもとではで気体となるガスが分散したＯ／Ｗエマルジョン液を作製し
た（軟化剤は定着液に溶解状態）。
【０１０４】
＜塗布装置＞
　具体例１と同じく、図１１に示すような、密封容器からフォーム状の定着液を作成しブ
レードに供給する構成とした。
【０１０５】
＜実施結果＞
　そして、高圧密封容器から噴射しフォーム状となった定着液を、チューブを通してブレ
ードと塗布ローラの隙間に供給した。フォーム状の定着液のかさ密度は０．０９ｇ／ｃｍ
３であった。
【０１０６】
　図１１において、具体例１と同じ測定方法により、塗布ローラとブレードとのギャップ
を２５μｍと４０μｍとした場合、塗布ローラ上のフォーム状の定着液の液膜厚みと平均
気泡径は下記の表３のようになった。
【０１０７】
【表３】

【０１０８】
　なお、塗布ローラ面の光学顕微鏡観察中、短時間（１分程度）では、フォーム状の定着
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液の著しい破泡はほとんど認められなかった。
【０１０９】
　プリンタとしてＩｐｓｉｏＣｏｌｏｒＣＸ８８００（リコー社製）を用い、未定着トナ
ーのカラー画像が形成されたＰＰＣ用紙（リコーＴ－６２００）に、図１１に示す定着装
置を用いてローラ塗布し、上記表３のフォーム状の定着液条件における定着性、オフセッ
ト性及び画像乱れ有無、紙のカール性を評価した結果を下記の表４に示す。
【０１１０】
【表４】

【０１１１】
　表４からわかるように、記録媒体と塗布ローラとの接触面の加圧力に応じて、塗布ロー
ラ上のフォーム状の定着液の膜厚を適正に制御することで極めて良好な定着が可能である
。
【０１１２】
　［具体例３］
＜定着液の処方＞
◇軟化剤を含有する液体
希釈溶媒：イオン交換水　　　　　　　　　　　６６ｗｔ％
軟化剤：コハク酸ジエトキシエチル(クローダ社　クローダＤＥＳ)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０ｗｔ％
増粘剤：グリセリン　　　　　　　　　　　　　　５ｗｔ％
増泡剤：ヤシ脂肪酸ジエタノールアミド（コミカドＤＥＡ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２ｗｔ％
起泡剤：脂肪酸アミン（パルミチン酸原料５ｗｔ％、ミリスチン酸原料３ｗｔ％、ステア
リン酸原料２ｗｔ％、トリエタノールアミン４ｗｔ％）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４ｗｔ％
分散剤：ＰＯＥ（２０）ラウリルソルビタン（花王　レオドールＴＷ－Ｓ１２０Ｖ）　　
　　　　　　　　　　　　　　　２ｗｔ％
　　　　ポリエチレングリコールモノステアレート（花王　エマノーン３１９９）　　　
　　　　　　　　　　　　　　　１ｗｔ％
　上記成分比にて、まずは、トリエタノールアミンを予め溶解したイオン交換水を液温９
０℃に加温し、パルミチン酸原料、ミリスチン酸原料及びステアリン酸原料をそれぞれ加
えて起泡剤である脂肪酸アミンを作製した。その後、軟化剤を除いた残りの成分を混合攪
拌し溶液を作製した。次ぎに、軟化剤を混合し、軟化剤が溶解した定着液（フォーム化す
る前の原液）を作製した。
【０１１３】
◇高圧密封容器への封入
軟化剤を含有する液体　　　　　　　　　　　　９５ｗｔ％
大気圧のもとではで気体となるガス(ＬＰＧ)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５ｗｔ％
　上記成分比にて大気開放用のアクチュエータ部とノズル部を有する密封容器に混合し、
攪拌により大気圧のもとではで気体となるガスが分散したＯ／Ｗエマルジョン液を作製し
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た（軟化剤は定着液に溶解状態）。
【０１１４】
＜塗布装置＞
　具体例１と同じく、図１１に示すような、密封容器からフォーム状の定着液を作成しブ
レードに供給する構成とした。
【０１１５】
＜実施結果＞
　そして、高圧密封容器から噴射しフォーム状となった定着液を、チューブを通してブレ
ードと塗布ローラの隙間に供給した。フォーム状の定着液のかさ密度は０．０７ｇ／ｃｍ
３であった。
【０１１６】
　図１１において、具体例１と同じ測定方法により、塗布ローラとブレードとのギャップ
を２５μｍと４０μｍとした場合、塗布ローラ上のフォーム状の定着液の液膜厚みと平均
気泡径は下記の表５のようになった。
【０１１７】
【表５】

【０１１８】
　なお、塗布ローラ面の光学顕微鏡観察中、短時間（１分程度）では、フォーム状の定着
液の破泡はほとんど認められなかった。
【０１１９】
　プリンタとしてＩｐｓｉｏＣｏｌｏｒＣＸ８８００（リコー社製）を用い、未定着トナ
ーのカラー画像が形成されたＰＰＣ用紙（リコーＴ－６２００）に、図１１に示す定着装
置を用いてローラ塗布し、上記表５のフォーム状の定着液条件における定着性、オフセッ
ト性及び画像乱れ有無、紙のカール性を評価した結果を表６に示す。
【０１２０】
【表６】

【０１２１】
　表６からわかるように、記録媒体と塗布ローラとの接触面の加圧力に応じて、塗布ロー
ラ上のフォーム状の定着液の膜厚を適正に制御することで極めて良好な定着が可能である
。
【０１２２】
　［比較例］
＜定着液の処方＞
　起泡剤として脂肪酸塩の替わりに、ノニオン系界面活性剤であるポリオキシエチレン系
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界面活性剤を用いた。
◇軟化剤を含有する液体
希釈溶媒：イオン交換水　　　　　　　　　　　７９ｗｔ％
軟化剤：コハク酸ジエトキシエチル(クローダ社　クローダＤＥＳ)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０ｗｔ％
増粘剤：グリセリン　　　　　　　　　　　　　　５ｗｔ％
増泡剤：ヤシ脂肪酸ジエタノールアミド（コミカドＤＥＡ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２ｗｔ％
起泡剤：ポリオキシエチレン系界面活性剤（日本油脂）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１ｗｔ％
分散剤：ＰＯＥ（２０）ラウリルソルビタン（花王　レオドールＴＷ－Ｓ１２０Ｖ）　　
　　　　　　　　　　　　　　　２ｗｔ％
　　　　ポリエチレングリコールモノステアレート（花王　エマノーン３１９９）　　　
　　　　　　　　　　　　　　　１ｗｔ％
　上記成分比にて、まずは、液温２５℃にて軟化剤を除いて混合攪拌し溶液を作製した。
次ぎに、軟化剤を混合し、軟化剤が溶解した定着液（フォーム化する前の原液）を作製し
た。
【０１２３】
◇高圧密封容器への封入
軟化剤を含有する液体　　　　　　　　　　　　９５ｗｔ％
大気圧のもとではで気体となるガス(ＬＰＧ)　　　５ｗｔ％
　上記成分比にて大気開放用のアクチュエータ部とノズル部を有する密封容器に混合し、
攪拌により大気圧のもとではで気体となるガスが分散したＯ／Ｗエマルジョン液を作製し
た（軟化剤は定着液に溶解状態）。
【０１２４】
＜塗布装置＞
　具体例１～３と同じく図１１に示すような、密封容器からフォーム状の定着液を作成し
ブレードに供給する構成とした。
【０１２５】
＜実施結果＞
　そして、高圧密封容器から噴射しフォーム状となった定着液を、チューブを通してブレ
ードと塗布ローラの隙間に供給した。フォーム状の定着液のかさ密度は０．２０ｇ／ｃｍ
３であった。
【０１２６】
　図１１において、塗布ローラとブレードとのギャップを２５μｍと４０μｍとした場合
、塗布ローラ上のフォーム状の定着液の液膜厚みと平均気泡径は表３のようになった。な
お、液膜厚み及び平均気泡径の測定は、具体例１と同じ測定とした。
【０１２７】
【表７】

【０１２８】
　なお、顕微鏡観察中、短時間（１分程度）で気泡が次々と破泡し、泡沫安定性が良くな
かった。
【０１２９】
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　具体例１と同様に、プリンタとしてＩｐｓｉｏＣｏｌｏｒＣＸ８８００（リコー社製）
を用い、未定着トナーのカラー画像が形成されたＰＰＣ用紙（リコーＴ－６２００）に、
図１１に示す定着装置を用いてローラ塗布し、上記表７のフォーム状の定着液条件におけ
る定着性、オフセット性及び画像乱れ有無、紙のカール性を評価した。結果を下記の表８
に示す。
【０１３０】
【表８】

【０１３１】
　表８からわかるように、脂肪酸塩以外の起泡剤によるフォーム状の定着液では、記録媒
体と塗布ローラとの接触面の加圧力に応じて、塗布ローラ上のフォーム状の定着液の膜厚
を変えても著しいオフセットや画像乱れや紙のカールが発生する。
【０１３２】
　［具体例４］
＜定着液の処方＞
◇軟化剤を含有する液体
希釈溶媒：イオン交換水　　　　　　　　　　　７０ｗｔ％
軟化剤：コハク酸ジエトキシエチル(クローダ社　クローダＤＥＳ)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０ｗｔ％
増粘剤：グリセリン　　　　　　　　　　　　　　５ｗｔ％
増泡剤：ヤシ脂肪酸ジエタノールアミド（コミカドＤＥＡ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２ｗｔ％
起泡剤：パルミチン酸カリウム　　　　　　　　　５ｗｔ％
　　　　ミリスチン酸カリウム　　　　　　　　　３ｗｔ％
　　　　オレイン酸カリウム　　　　　　　　　　２ｗｔ％
分散剤：ＰＯＥ（２０）ラウリルソルビタン（花王　レオドールＴＷ－Ｓ１２０Ｖ）　　
　　　　　　　　　　　　　　　２ｗｔ％
　　　　ポリエチレングリコールモノステアレート（花王　エマノーン３１９９）　　　
　　　　　　　　　　　　　　　１ｗｔ％
　上記成分比にて、まずは、液温９０℃にて軟化剤を除いて混合攪拌し溶液を作製した。
次ぎに、軟化剤を混合し、軟化剤が溶解した定着液（フォーム化する前の原液）を作製し
た。
【０１３３】
＜塗布装置＞
　図１２に示すような、密封容器にて攪拌羽根にて十分攪拌しフォーム状の定着液とした
後、加圧しながら補給パッドから塗布ローラへフォーム状の定着液を供給した。塗布ロー
ラ上には、ワイヤーバーを設け、液膜を制御した。ワイヤー径としては、０．１ｍｍと０
．２ｍｍを用いた。攪拌羽根はホイッパーのごとくワイヤーを束ねた羽根を用いた。
【０１３４】
＜実施結果＞
　攪拌回転数は３０００ｒｐｍとし、攪拌時間は１分とした。このとき、フォーム状の定
着液のかさ密度は０．１０ｇ／ｃｍ３であった。
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【０１３５】
　図１２において、ワイヤーバーのワイヤー径を０．１ｍｍと０．２ｍｍとした場合、塗
布ローラ上のフォーム状の定着液の液膜厚みと平均気泡径は下記の表９のようになった。
【０１３６】
【表９】

【０１３７】
　なお、塗布ローラ面の光学顕微鏡観察中、短時間（１分程度）では、フォーム状の定着
液の破泡はほとんど認められなかった。
【０１３８】
　プリンタとしてＩｐｓｉｏＣｏｌｏｒＣＸ８８００（リコー社製）を用い、未定着トナ
ーのカラー画像が形成されたＰＰＣ用紙（リコーＴ－６２００）に、図１２に示す定着装
置を用いてローラ塗布し、上記表９のフォーム状の定着液条件における定着性、オフセッ
ト性及び画像乱れ有無、紙のカール性を評価した結果を下記の表１０に示す。
【０１３９】

【表１０】

【０１４０】
　表１０からわかるように、記録媒体と塗布ローラとの接触面の加圧力に応じて、塗布ロ
ーラ上のフォーム状の定着液の膜厚を適正に制御することで極めて良好な定着が可能であ
る。
【０１４１】
　［具体例５］
＜定着液の処方＞
◇軟化剤を含有する液体
希釈溶媒：イオン交換水　　　　　　　　　　　５８ｗｔ％
軟化剤：　アジピン酸ジイソブチル(高級アルコール工業社　ＫＡＫ－ＤｉＢＡ)　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　７ｗｔ％
増粘剤：グリセリン　　　　　　　　　　　　　２０ｗｔ％
増泡剤：ヤシ脂肪酸ジエタノールアミド（コミカドＤＥＡ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２ｗｔ％
起泡剤：パルミチン酸カリウム　　　　　　　　　５ｗｔ％
　　　　ミリスチン酸カリウム　　　　　　　　　３ｗｔ％
　　　　オレイン酸カリウム　　　　　　　　　　２ｗｔ％
分散剤：ＰＯＥ（２０）ラウリルソルビタン（花王　レオドールＴＷ－Ｓ１２０Ｖ）　　
　　　　　　　　　　　　　　　２ｗｔ％
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　　　　ポリエチレングリコールモノステアレート（花王　エマノーン３１９９）　　　
　　　　　　　　　　　　　　　１ｗｔ％
　上記成分比にて、まずは、液温９０℃にて軟化剤を除いて混合攪拌し溶液を作製した。
次ぎに、軟化剤を混合し、軟化剤が溶解した定着液（フォーム化する前の原液）を作製し
た。
【０１４２】
＜塗布装置＞
　図１２に示すような、密封容器にて攪拌羽根にて十分攪拌しフォーム状の定着液とした
後、加圧しながら補給パッドから塗布ローラへフォーム状の定着液を供給した。塗布ロー
ラ上には、ワイヤーバーを設け、液膜を制御した。ワイヤー径としては、０．１ｍｍと０
．２ｍｍを用いた。攪拌羽根はホイッパーのごとくワイヤーを束ねた羽根を用いた。
【０１４３】
＜実施結果＞
　攪拌回転数は３０００ｒｐｍとし、攪拌時間は１分とした。このとき、フォーム状の定
着液のかさ密度は０．１２ｇ／ｃｍ３であった。
【０１４４】
　図１２において、ワイヤーバーのワイヤー径を０．１ｍｍと０．２ｍｍとした場合、塗
布ローラ上のフォーム状の定着液の液膜厚みと平均気泡径は下記の表１１のようになった
。
【０１４５】
【表１１】

【０１４６】
　なお、塗布ローラ面の光学顕微鏡観察中、短時間（１分程度）では、フォーム状の定着
液の破泡はほとんど認められなかった。
【０１４７】
　プリンタとしてＩｐｓｉｏＣｏｌｏｒＣＸ８８００（リコー社製）を用い、未定着トナ
ーのカラー画像が形成されたＰＰＣ用紙（リコーＴ－６２００）に、図１２に示す定着装
置を用いてローラ塗布し、上記表１１のフォーム状の定着液条件における定着性、オフセ
ット性及び画像乱れ有無、紙のカール性を評価した結果を下記の表１２に示す。
【０１４８】
【表１２】

【０１４９】
　表１２からわかるように、記録媒体と塗布ローラとの接触面の加圧力に応じて、塗布ロ
ーラ上のフォーム状の定着液の膜厚を適正に制御することで極めて良好な定着が可能であ
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る。
【０１５０】
　なお、本発明は上記各実施の形態例に限定されるものではなく、特許請求の範囲内に記
載であれば多種の変形や置換可能であることは言うまでもない。
【図面の簡単な説明】
【０１５１】
【図１】塗布ローラと紙との接触面でのトナーに働く力を示す概念図である。
【図２】本発明の定着液の塗布の様子を示す概念図である。
【図３】フォーム状の定着液の塗布の様子を示す概念図である。
【図４】水と起泡剤としての脂肪酸塩を含有した定着液を用いて紙等の記録媒体における
浸透の様子を示す概略断面図である。
【図５】塗布ローラと記録媒体との接触面での加圧が低い場合のローラ塗布面と未定着樹
脂微粒子が接する部分の拡大図である。
【図６】塗布ローラと記録媒体との接触面での加圧が高い場合のローラ塗布面と未定着樹
脂微粒子が接する部分の拡大図である。
【図７】本発明における塗布時のフォーム状の定着液の層構成例を示す概略図である。
【図８】定着液塗布後の定着液の変化を示す図である。
【図９】本発明における定着液塗布手段によってフォーム状の定着液を塗布ローラに塗布
する様子を示す概略図である。
【図１０】本発明におけるフォーム状定着液生成手段及びフォーム状定着液層膜厚制御手
段の一例を示す概略図である。
【図１１】本発明におけるフォーム状定着液生成手段及びフォーム状定着液層膜厚制御手
段の他の例を示す概略図である。
【図１２】本発明におけるフォーム状定着液生成手段及びフォーム状定着液層膜厚制御手
段の他の例を示す概略図である。
【図１３】本発明におけるフォーム状定着液生成手段及びフォーム状定着液層膜厚制御手
段の他の例を示す概略図である。
【図１４】本発明におけるフォーム状定着液生成手段及びフォーム状定着液層膜厚制御手
段の他の例を示す概略図である。
【図１５】別の発明の一実施の形態例に係る画像形成装置の構成を示す概略図である。
【図１６】フォーム状の定着液層における光学顕微鏡観察による気泡の様子を示す概略図
である。
【図１７】従来の定着装置による定着の様子を示す概略図である。
【符号の説明】
【０１５２】
　１１，３２，４２，５５，６５；塗布ローラ、１２，２０；定着液、
　１３；未定着トナー粒子、１４，３３；フォーム状の定着液、
　１５，２２；気泡、１６；未定着トナー、２１；液体、
　３１；樹脂微粒子、４１；定着液供給ローラ、４３；攪拌ローラ、
　４４；定着液密閉容器、４５；液搬送パイプ、４６,５４；液供給口、
　４７，５６；ブレード、５１,６２；密封容器、５２；アクチュエータ、
　５３；ノズル、６１；攪拌羽、６３；加圧ボンベ、
　６４；定着液補給パッド、６６；ワイヤーバー、７１；塗布ベルト、
　８１；筒状ステンシル部材、８２；プレスローラ、８３；塗布部材、
　８４；グルーブローラ、９０；画像形成装置。
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